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第４次浜松市行財政改革推進審議会 第２回審議会 

          会議録 

 

日時 平成２４年６月６日（水）１８：３０～２０：５４ 

会場 クリエート浜松 

出席委員 
御室会長、山本会長代行、山崎委員、前嶋委員、武藤委員、岩田委員、

村松委員、水谷委員、井上委員、南出委員 

欠席委員 なし 

傍聴者 １９３名 

報道関係者 
浜松ケーブルテレビ、テレビ静岡、中日新聞、ＳＢＳ、静岡新聞、中日新

聞、読売新聞 

浜松市及び 

市関係者 

古橋副市長、伊藤副市長、寺田企画調整部長、鈴木総務部長、神門財務部

長、鈴木土木部長 

事務局 門名事務局長、和田副参事、髙橋、袴田、鈴木、宮﨑 

 

≪会議の概要≫ 

 

1. 第４次第 2 回の審議会を、御室会長が議長となって進行した。 

2. 資産経営について（①再配置計画・廃止計画、②施設等長寿命化計画、③指定管理者制度） 

市の説明を受け、委員による質疑、意見交換を行った。 

 

≪会議次第≫ 

1. 開会 

2. 会長挨拶 

3. 議事 

  資産経営について  

   ①再配置計画・廃止計画 

   ②施設等長寿命化計画 

③指定管理者制度 

4. 閉会 
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≪会議の経過≫ 

 

１ 開  会 

 

事務局長 

 皆さま、こんばんは。定刻になりましたので、ただいまから、第４次浜松市行財政改革推進審議

会の第２回審議会を執り行います。失礼して座らせていただき、進行させていただきます。 

 本日は、委員 10 名全員のご出席により開催をいたします。本日の審議は、資産経営に関して、

本年３月に市が策定された施設の再配置計画や、長寿命化計画、指定管理者制度について審

議することといたします。これより議事の進行は御室会長が議長となり、会議の運営を行っていた

だきます。なお、途中、特に休憩は取りませんので、適宜御用をお足しいただきますようお願い申

し上げます。それでは会長、よろしくお願いいたします。 

 

２ 会長挨拶 

 

御室会長 

 御室です。それでは今日は、議長ならびに議事進行をさせていただきますので、よろしくお願い

をしたいと思っております。 

 今日は、傍聴の皆さまには、大変お忙しい中を来ていただきまして本当にありがとうございます。

また、市の幹部の皆さんにも、今日は業務ご多忙の中を、審議会にご出席をいただきまして、感謝

申し上げたいと思っております。 

 先ほど事務局長のほうからご案内申し上げましたように、今日の議題は「資産経営」ということで

あります。この資産経営という言葉は、何かよく分からない、皆さんも何となくピンとこないのではな

いかというふうに思っておりますが、英語で言いますと、「ファシリティマネジメント（Facility 

Management）」ということなんだそうです。「ファシリティ」というのは「資産」という意味ですので、英

語をそのまま直訳したということで「ファシリティマネジメント」、今日はこれについて議論を重ねてい

きたい。問題点をえぐり出していきたい。そんなふうに思っております。 

 詳しくは後ほど説明があろうかと思いますが、簡単に言うと、市が持っている不動産につきまして、

行政運営にとって最もよい状態で保有、運営、維持する。これを総合的に管理するというのがファ

シリティマネジメント、こういうことであろうかというふうに思っております。 

 浜松市さんでは、先日この取り組みが評価されまして、全国ファシリティマネジメント大賞というも

のを受賞されまして、ＮＨＫのニュースなどでは、「ハコモノを壊し始めた街」ということで取り上げら

れましたように、どうやら全国の自治体でも、大変注目される取り組みということになっております。 

 今日は、皆さんと一緒に、先進的取り組みと言っていいのか、「そうなの」というふうに、だんだん

議論をしていくとなるのかもしれませんが、その取り組みにつきまして議論をしてまいりたいと、そん

なふうに思っておりますので、ひとつよろしくお願いをしたいと思います。 
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 今日はちょっと時間の制約がありまして、９時 30 分にはここの建物の戸が閉まってしまうというこ

とですので、予定としては８時 50 分ぐらい、ちょっと延長いたしましても９時ぐらいまでには、何とか

議論を終わらせていきたいと思っておりますので、ぜひご協力のほう、よろしくお願いを申し上げた

いというふうに思っております。 

 それではまず、このほど施設の再配置計画・廃止の計画ができあがりましたので、これについて

市のほうからご説明をお願いしたいと思います。 

 神門財務部長さん、よろしくお願いします。 

 

３ 議  事 

資産経営について 

①再配置計画・廃止計画 

神門財務部長 

 はい。財務部長の神門です。どうぞよろしくお願いします。パワーポイントに基づきまして説明を

させていただきます。再配置計画、廃止計画についてです。これまでの取り組みを簡単に説明し

ます。 

 まず資産経営の取り組みを進めようということで、データを一元化し、平成 20 年から 21 年にか

けまして、2,001 の施設につきまして施設評価を実施いたしました。その中で、今後とも使っていこ

うというものは「継続」、もう廃止をしようというものは「廃止」と分類をしたところです。「継続」としたも

のにつきましても、例えば、隣同士に同じような機能を持った建物がある、あるいは違う機能だけれ

ども一緒の建物で統合してやることができないかといったような観点から、もう一度見直しをしようと

いうことで、再配置計画基本方針に基づきまして、再配置計画個別計画というものをつくっていま

す。これはホールやあるいはスポーツ施設だとか、そういう分野ごとに、こういう計画をつくってまい

りました。これが昨年度末までに終了いたしまして、全体といたしまして、継続するものにつきまし

ては適正化計画、廃止するものにつきましては廃止計画、これを昨年度中につくり終えたというこ

とです。 

 今後ですが、適正化計画に基づきましてコストの適正化、利用率の向上等に努めるとともに、廃

止計画に掲げたものにつきましては、これは確実な施設廃止に向けて、地域の方とのご協議等を、

着実に進めていきたいと思っております。そうした管理につきましては、ＰＤＣＡ（plan-do-check-

action）で管理をしていくということです。 

 その進捗管理ですが、５か年計画のＰＤＣＡ管理でやっていきます。適正化計画に、対象は「継

続」ということですが、どういう分類がしてあるかというご紹介をさせていただきますと、まず「継続」と

いうことで、そのまま継続をするというもの。「改善」としまして、利用率の向上、経費削減などを改

善しながら継続していくもの。「見直し」としまして、機能の集約、施設の統合など、運営管理の部

分をかなり抜本的に見直そうというもの。「管理主体変更」として、これは公共施設としての位置づ

けは廃止をするもの。ただ、まだ施設があって、地元の方が使いたいといっているような場合には、
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地元の方に全部管理をお願いしてやっていただいて、公共施設としては廃止をしていくというもの

を、管理主体変更として分類をいたしております。この５年間の計画の策定をしております。施設を

取り巻く環境などが変わりましたら、これもまたＰＤＣＡの中で見直しをしていくということにしていま

す。 

 次に、廃止計画ですが、「廃止」とは何かということですが、これは建物ではなくて機能を廃止、ま

たは移転をするものです。例えば移転と言いますと、今、保健所が入っている建物ですが、保健

所という機能をなくすわけにはいけませんので、これは保健所の機能を移転するというものですが、

建物自体はなくそうと思っていますので、廃止計画上は「廃止」ということになります。 

 「譲渡」ですが、これは市の施設としては廃止をしますが、民間等へ譲渡することにより、機能は

継続をしていくものです。例えばこれまでやったものとしては、水窪にしらかば荘という温泉施設が

ありますが、これは民間の事業者の方に譲渡し、民間の方に運営をしてもらうというものです。これ

につきましても、５年間の計画を着実に実施していきたいと思っております。 

 次に、数字の関係です。この計画でどうなったかということでありますが、一つ目にありますように、

公共施設 2001 施設を対象として評価を実施して、計画をつくっておりますが、26 年度までに、施

設数で 20％の削減を目標として取り組んでまいりました。その結果、計画上どうなったかということ

ですが、383 施設につきまして削減をするということになりました。その内訳ですが、廃止につきま

しては 181 施設、先ほど説明いたしました管理主体変更につきましては 190 施設、それから譲渡

につきましては 12 施設となっておりまして、計画上は今、この施設削減率は 25.6％となります。 

 最初に機能別というお話をしましたが、この削減率は建物ベースに集計し直しておりまして、建

物ベースの計 1,496 施設のうち、25.6％を削減するという計画になっています。その結果、達成さ

れる削減額は約３億円程度、これは年間の維持管理コストで約３億円程度とはじいております。 

 また、今後 50 年間で建替改修経費、当然使っていくとすれば、建替なり改修が必要になってい

たであろうというもの、これをやめることによって削減される額というのが、約 890 億円程度と試算を

しております。 

 削減施設の数を、もう少し具体的に見ていきたいと思います。383 施設について、一番下の計の

欄ですが、すでに 20 施設を貸付けております。他の 161 施設は閉鎖をして、順次解体を進めて

いくといったような状況です。 

 22 年度以前、既に削減した 139 施設のうち、貸付けの 17 施設は、例えば旧龍山中学校などで

これを貸付けたりしております。管理主体変更の 30 施設というのは、自治会館、集会所があります。

平成 23 年度削減の 27 施設のうち貸付けの１施設は、行革審からもご指摘をいただいておりまし

た万年橋駐車場、これは貸付けに回しております。 

 譲渡の３施設は水窪になりますが、重機の車庫事務所でありますとか、先ほど申し上げた、しら

かば荘、水窪にあります射撃技術訓練センター（クレー射撃の射撃場）ですが、これらは民間に譲

渡させていただいたことになっております。 

 24 年度予定の削減６施設とありますが、そのうちの貸付けが２施設、これは東田町の地下駐車
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場、伊平小学校となっています。 

 行政として施設配置をしていくというのには、いろいろな手続きがありますが、条例で設置をされ

ているものがありまして、議会のご承認をいただいて条例を改正するという手続きが必要となります。

これにつきましても着実に進めておりまして、ここに掲げておりますように、22、23 年度合わせて 17

条例 30 施設を、条例上廃止をするという手続きも着実に進めております。 

 例えば、阿多古の農村公園、松島の災害住宅などは、23 年２月議会で条例廃止をした後、これ

はすでに建物の解体をして借地を返還しております。先ほど説明しましたしらかば荘、これは 24

年の２月議会で条例を廃止しております。これは無償譲渡という形をとっていますので、無償譲渡

となると、無償で譲渡することについての議会の議決もいただいて、譲渡を決定しているというよう

なことであります。 

 次に、廃止した施設をどうしたのかということでありますが、これは解体についても着実に進めて

きておりまして、23 年度につきましては 24 施設、解体経費は 8,900 万円、ここに掲げてあるとおり

です。例えば、栄町別館につきましては、用途を廃止したために早々に解体をしました。これは非

常に好立地なものですから、売却が可能であろうということで、急いで解体、売却の手続きを、これ

からしていきたいと思っております。また、芳川会館などにつきましては、建物を解体して更地とな

りましたので、借地を返還いたしました。 

 24 年度、これも解体の話ですが、そうはいっても廃止した施設がたくさんありまして、建物がある

ということですので、24 年度は解体経費の予算を拡充いたしました。先ほど 23 年度は 8,900 万円

と申し上げましたが、それを 3 億 2,300 万円まで拡充をいたしまして、市として活用しない資産に

つきまして、売却、借地の返還を進めていくということにしています。 

 簡単ですが、説明は以上です。 

御室会長 

 説明どうもありがとうございました。 

 それでは、議論を進めていきたいと思っております。委員の皆さんからのご質問は。山本さんどう

ぞ。 

山本会長代行 

 山本です。よろしくお願いします。最初に口火を切らせていただきます。 

 先ほど会長の話にありましたように、ファシリティマネジメント大賞か何かをもらったということです

けど、それがほかに比べれば素晴らしかったということだろうと思います。中身につきましては素晴

らしいかどうか、皆さんでよく検証する必要があるかと思います。 

 最初に事務局でつくりました答申のスライドを映していただけますか。資産経営がそもそも資産

経営ということで、なぜ今神門部長が話されたようなことが始まったかというきっかけが、この行革審

での答申であります。一番目に、財政的な観点から削減目標を設定し、市の保有資産をスリム化

させること。バランスシートをスリムにしたらいかがですかという答申であります。そういう目的があっ

て先ほどの計画が、平成 21 年ぐらいから順次立てられてきました。 
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 市が持っている資産の一覧表と言いますか、全部網羅させて 2,001 施設という話がありましたけ

れども、それまではそういったものがなくて、どこに何があるかよく分かっていないと。それぞれの担

当部門がそれぞれ管理していて、市としてまとまっていったものがなかったということでしたが、そ

のへんを全て洗い出しました。それが先ほどのＦＭ大賞（日本ファシリティマネジメント大賞）につな

がったかと思います。 

 その中で、「市の保有資産をスリム化させること」というのが目標でありますが、ただいまの説明の

中で、廃止計画、適正化計画、再配置計画、いろいろな言葉が出てきます。その中で、資産をスリ

ム化するということは、ものをなくすということですよね。先ほどの説明の中で、平成 26 年度までに

20％の削減ということがありましたけれども、その中で廃止、なくすのは 181、管理主体が 190、譲

渡が 12 あります。質問の最初は、管理主体の変更をすると、その資産は市の資産台帳からなくな

るんですか。 

神門財務部長 

 市の資産のままです。 

山本会長代行 

 市の資産のままですよね。ですから、この表にありますように、削減の中に廃止、管理主体変更、

譲渡、三つを混同していますけれども、この中で資産がなくなるというのは廃止と譲渡だけでありま

して、管理主体変更というのは、その設備、施設を面倒を見る人が変わる。市から民間の人に変わ

る。あるいは外郭団体に変わるというだけで、資産そのものは市に残るわけですね。ですから、こ

のへんは区別をすべきだと思います。廃止して建物を壊し土地なりを売却する。あるいは無償で

お金がかからなくなるので、譲渡も良いかもしれませんけれども、それをもっとやるべきではないか

と思いますがいかがでしょうか。 

神門財務部長 

 その点は以前からもご指摘いただいておりましたので、今回、「廃止」という言葉を少し改めまし

て、「削減」という言葉にさせていただいております。 

山本会長代行 

 最初に申し上げましたように、資産をスリム化させるというのが目的なんだから、削減ということは

なくすということですね。管理主体を変更したから良いというものではないわけです。 

 もともと何でこんな話というと、また後から話が出るかもしれませんが、昭和 50 年代に建てられた

建物が大変多く、これから先維持をしていくのに、何百億という金がかかる、ということもあって、ど

んどん減らしましょうよ、改修しなければならないものを減らしましょうよというのが一番元のスタート

でありましたので、そのまま残っていたのでは意味がないんですね。管理主体変更というのは資産

経営ではなくて、経費削減とか人員削減とか、そちらのことからくる方法の一つとして、この管理主

体変更というのが出てくれば良い話で、この資産経営のところで出てくる話ではないと思うのです

が、どう思われます。 
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神門財務部長 

 その「削減」ということは、基本的には市の支出を減らすということが目的だと思うんですが、そう

いった意味では、今回の管理主体変更とさせていただいているものにつきましては、基本的には、

市の施設としては必要ないという判断をしていますけれども、地元の方が「古いけれどもまだ使い

たい」と言われた場合に、今後建替はいたしませんよ、実費（管理費用）は全て地元で持ってくだ

さいよという交渉をさせていただいている。 

山本会長代行 

 そうすると、極端に言えば最後に腐ったときはつぶすんですね。壊れたらそのままにしておくと。 

神門財務部長 

 そういうことが前提となります。 

 いろいろな事例がありますけれども、例えば水窪に旧西浦小学校というのがあります。とても雰囲

気のある施設ですが、あれを解体すると言ったときに、やはり地元の振興のために使いたいという

ような声もあるわけです。そういう時に我々はどうしたかというと、基本的には、費用は全部持ってい

ただきますが、うまく使える方がいらっしゃいませんかというような公募をかけまして、これは今、「ミ

ナの森」として活用されておりますけれども、そういう地域振興のグループの方に使っていただい

ているというような事例があります。 

山本会長代行 

 そういうこともあるんでしょうけども、190 施設、それが全てそういうふうに該当することもないと思う

んですね。特殊な事情としてそういうこともあるかもしれないけれども、ぜひとも、とにかく目標、目

的でありますスリム化することに努力をしていっていただきたいと思います。できればその資産を地

元に買ってもらうというのも一つの方法かもしれません。 

 それと行政経営計画の個票 7001 番の中で 23 年度の目標が 50 件に対して、実績が 133 件と

載っていたんですが、それとここの数字とはどんな関係になるのですか。 

神門財務部長 

 すみません。今計画を持ってきておりませんが、おそらく集計した時点の違いかと思います。 

山本会長代行 

 個票で書いた実績というのは、23 年度末の話だと思うんですね。それは改めてまた確認をして

おいてください。 

 それから、先ほど削減のところで、また機能の話をしましたが、市の資料に、廃止というのは機能

の廃止または移転するものとある。機能の廃止をして建物を転用するのであれば、それは資産か

らなくならないし、廃止とは言わないんじゃないかと、以前、３次のときに申し上げましたけれども、

相変わらずこういう考え方でいるのでしょうか。 

神門財務部長 

 これは、事務上ではどうしても機能の観点での議論が必要になります。同じ建物に、例えば何で

も良いんですが、図書館とコミュニティセンターが二つ入っているというとき、それぞれ行政目的が
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違いますから、その機能を残すかどうかという議論が必要になりますので、そうした整理がまず必

要になります。その上で、ご指摘もありましたので今回お示ししたのは、これはそれを全部施設ごと

に計算し直して出させていただいておりますので、先ほどの表に載っております 383 とか、こういう

数え方というのは、これは全部建物単位に直しております。事務上はどうしても、機能の面と建物

の面と両方から検討せざるを得ない。分かりにくいというご指摘を踏まえて、今回こういう再整理を

させていただいた。 

山本会長代行 

 事務上はそうかもしれないけれども、資産経営からの観点からのものと、行政のサービスのものと

は違うんですよね。ここの観点からいけば、やはり廃止は廃止で解体するものに絞っていくべきで、

それがここのスリム化の目標、目的だと思いますので、ぜひそういうふうにお考えいただきたいと思

います。 

 それと先ほど３億円という話が出ました。全部できたら３億円です。保有施設の維持管理費は、

400 億円以上かかっています。中身は減価償却費だとか指定管理費、物件費とありますけれども、

400 億円かかっているわけで、それに対して３億円というのは、皆さまどう思われますかということを、

ひとこと言っておきたいと思います。 

 ついでに、少し観点が違いますけど、市営住宅の話で前にやったときに、古いものは解体して建

替みたいなこともあるかと思いますけれども、一つ考えていただきたいのは、今、民間の賃貸アパ

ートというのは、大変空き部屋が多くなっています。これは人口減少もあったりしてですが、市で新

しい市営住宅を建てるよりも、そういうところを借り上げて、市営住宅として扱う。そして家賃の差額

は市が出すとか、そんなことも考えていただければ、借りた分は資産になりませんし、負担も少なく

なるということで、ぜひそういう検討もしていただければと思います。以上です。 

御室会長 

 保有施設の維持管理経費、これは皆さんにも分かっていただきたいのですが、460 億円から

470 億円ぐらい年間かかっているわけですね。要するに建物が 2,001 施設あって、実際には小さ

いものを除くと 1,547 施設であるが、これだけの維持費の中で、減価償却費、指定管理料、物件

費などを除き、200 億円も人件費がかかるというのは、どういう算出根拠なんですか。 

神門財務部長 

 それは我々が今提示した資料ではないものですから、詳細なデータを持ってきておりませんが、

もう少しここは分析をして、細かくお示しをする必要があるだろうと思っています。結局、いわゆる箱

物的でない、例えば清掃施設、ごみの焼却場でありますとかに張り付いている職員の人件費を含

めたものであります。 

御室会長 

 例えば人件費で 200 億円あるが、例えば市役所の職員の皆さんの年収が平均 600 万円だとす

ると、200 億円ですから、200 億円を 600 万円で割ると、3,500 人ぐらいになるわけですよね。そう

いう出し方をしているのかどうか、この資料は我々が勝手に出しているわけではなくて、23 年度の
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「浜松市の資産のすがた」から取り出したものですので、ここを見て、びっくりしたんですけど。 

神門財務部長 

 ３億円との比較で申し上げますと、実は３億円については、人件費とかを含んでいない形でお示

ししておりまして、いろいろな計算の仕方があるものですから、この全体の維持管理経費の精査と

削減額の精査は、もう一回やらせていただければと思います。 

御室会長 

 要するに基準の出し方が、ばらばらになっていて、聞いていらっしゃる方も混乱してしまうと思い

ます。これはまたお示しいただければと思っております。 

 それでは、ほかの委員の皆さん、どなたか。はい。 

南出委員 

 市の組織編成で、今回、浜松市庁舎のすぐ横のノーススタービルに、都市整備部の一部が移っ

て、何フロアか借りられていますね。これは完全にある面では、我々市民から見ていると費用の、

賃料の外部流出ではないかと。おそらく再配置計画のいろいろな背景があって、玉突きで集約化

されていると思うんですが、一般市民が見ると、行財政改革をやろうとしているのに何で外部の賃

料が高いところに何フロアか借りるのかという説明が一切ないわけです。そのへんの考え方なり説

明を市民にしないと、行財政改革をやっていて、外部流出費用を削減しようというのに、矛盾して

いるじゃないかということしか見えてこないんですよね。そのへんはどうお考えになっているのか。 

神門財務部長 

 今回の庁舎の借り入れに関しましては、今は市役所の本庁機能が各所に分散をしていて、事務

上非常に非効率が生じているという問題意識が第一です。例えば、土木部が外に出ています。環

境部も外に出ています。公園担当部も出ていますし、とにかくばらばらでやっている。幹部が集ま

るというときに、部長がわざわざ何十分もかけて移動してくるというような状況でしたので、これはも

う解消せざるを得ない、解消すべきだということでやってきました。 

 その結果、隣のビルを借りましたので、移転をしてくればその元の施設が空くことになりますので、

そこはぜひ有効活用したいと考えておりまして、今持っている市の施設を、全部チェックして、空い

ているところに入れていく。具体的に申し上げれば、市がほかに借りている施設もありますので、そ

こを返して、市有施設に移っていただくということも、検討を進めているところですので、全体として

支出が増えないようにしたいと思っています。 

南出委員 

 広報なり、何かがないと非常に分かりづらいんですね。空いているのに何で借りるのかと。それは

業務効率化と市民サービスの向上ということというのは分かるんですが、ただ単に移転しましたで

は、何で新しく外部に借りるのか、見る人がちゃんと見ると背景が分からないわけです。もちろん今

の現有のところに入っていたところを移転するというのは分かるんですが、まったく外部ですよね。

そういうことに対する広報的なことも含めてやらないと、何の行財政改革をやっているんだというか

たちで見られてしまうので、そこは十分これからも、意図をちゃんと出すようにしていただかないと
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困るなと思います。 

御室会長 

 そうですね。それはしっかり市民の皆さんへ説明をしておくほうが分かり易いと思いますね。集約

化させる合理性というのも当然あるわけですから、きちんと背景を、今南出さんがおっしゃったよう

に、しっかりやっていただく。ぜひお願いしたいと思います。 

 それでは、ほかの方。水谷さんどうぞ。 

水谷委員 

 水谷です。資産経営というこの言葉の表題の割に個々に使っている言葉が非常に分かりづらい

というのが正直なところです。例えば、施設評価をして、継続、廃止に割り振って、継続は適正計

画の中で、継続するもの、改善するもの、見直しするもの、管理主体変更するものに分かれて、適

正化計画の継続の中に管理主体変更があるわけです。ところが、施設の再配置計画・廃止計画

の中に管理主体変更が入っています。20％削減する 383 施設の中に、管理主体変更が 190 施

設、50％含まれているが、50％入っているということは、資産経営的に、市のサイドから見れば維

持管理費が減るかもしれませんが、市民全体の負担ということでは、そうならないのではないか。た

だ問題を横に流した、あるいは下に流したというだけじゃないのかなという疑問が非常に大きいで

す。まずはこの適正化計画の中の管理主体変更と、削減というジャンルの中の管理主体変更とい

うのはどう違うのかというところを、かみ砕いて説明してくれるとありがたいですが。 

神門財務部長 

 繰り返しになりますけれども、これまでの議論の中で、廃止が非常に分かりにくいというご指摘が

ありましたので、とにかく建物ベースで見直しました。建物ベースで見直したとしても、閉鎖、管理

主体変更、譲渡、貸付けとありますという説明をさせていただきました。 

 管理主体変更につきましては、市としてはもういらないという判断をしていますが、どうしても地元

の人が、地域の集会所として使いたいとか、そういうご要望がありますので、市としては一切の負担

をしませんという条件付きでお貸ししている状況ですので、これは市としては削減をしているという

判断をしております。市としての歳出がないということをもって、そういう判断をしています。ただ、そ

れを「閉鎖」というつもりはありませんので、削減の中の管理主体変更ですという説明をさせていた

だいています。これは削減というものの中身を、しっかりお示しをしているということで、私は足りて

いると判断をしております。 

御室会長 

 例えば、修理をするとか、非常に古くなって、それでも地元の皆さんは、例えば自治会とかで使う

わけですね。今の説明ですと。そのときの修理費というのはどこが出すんですか。 

神門財務部長 

 基本的には市は歳出をしないという前提の建物です。 

御室会長 

 潰れるまで使ってくださいということになるわけですよね。 
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神門財務部長 

 極端な話をするとそういうことになります。 

 もう少し申し上げると、例えば我々としては、市としては必要ないと判断をしていますので、台帳

上も落としたいということになりますと、譲渡という手段がありますが、譲渡をその地元の方が受けら

れるかというと、将来的に解体費用が生じるものになります。そうすると、地元の方が 1,000 万円か

けて解体費用を負担することはできない、解体費用は市が持ってくれという話になる。その結果、

解体するまではただで貸付けて、解体するときには市が解体費用を出して解体して更地にすると

いうような選択になってきまして、どうしてもこの管理主体変更という手法が出てきます。これを削減

と捉えるべきかどうかというのはご議論いただけば良いと思いますが、我々としては市の歳出がなく

なるものですから、こういう整理をさせてもらっているということです。 

御室会長 

 でも将来解体しなければいけないという隠れ負債というか、それは残りますよね。 

神門財務部長 

 解体するかという話ですので、今年度やるのか、20 年後にやるのかということでは、それは当然

出てきます。 

御室会長 

 でもそれをやると、先送りという感じになりませんか。 

神門財務部長 

 先送りにはなります。先送りにはなりますが、ただ、市の資料の表を見ていてだきますと、閉鎖で

161 施設としておりますけれども、解体は今年度分を入れても 41 で、これだけしかできていないん

です。と申しますのは、解体するにも相当な経費がかかりますので、今年度の３施設以外にもあり

ますが、今年度も実は、先ほど申し上げたように３億円以上の経費を計上して、解体をすることに

していますけれども、簡単に解体することができないですので、使っていただけるものは使ってい

ただくということにしているということです。 

御室会長 

 この計画というのは、平成 22 年度から 26 年度までの５年間でこれだけやりましょうと、こういう計

画ですね。それで 25 年度以降、383 のうち 211 ということで、55％ぐらいあるわけですが、26 年ま

でなので２年しかないわけです。削減数を 211 と入れたということは、苦肉の策で入れているのか、

実際には延長戦をしないと現実にはできないのか、削減は、ほどほどにしておけば良いやというこ

となのか、どうなんですか。 

神門財務部長 

 ５か年計画がもう走りだしておりまして、廃止計画を最終的に固めたのが昨年度末ですので、こ

れから一生懸命やると、どうしても後ろ側に集中するというだけの話でありまして、特段後ろ倒しに

しているというものではありません。 
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御室会長 

 例えば、管理主体変更ということが議論になっていますが、非常に曖昧じゃないかと。一方では

地元の自治会とか、そういうところから「使わせてください」と、こういう要望があることも分かります。

でも、ファシリティマネジメントという発想で考えれば、これをどんどんやっていくと、要するに負の

遺産を先送りしているだけの話に当然なるわけです。 

 あと管理主体変更が、平成 23 年度はゼロ、24 年度ゼロ、25、26 年度でなぜ 160 になるのか。

25、26 年度になって、宿題を慌ててやらなくても、地元との交渉がありますから普通そんなことは

できないはずです。このあたりかなり発想が中途半端ではないのかと。 

神門財務部長 

 繰り返しになりますが、昨年度末に計画を確定させておりまして、それから地元の調整もしっかり

やり、結論づけていくとなると、あと２年ぐらい、今年度、来年度までかかるということで、後ろ側に集

中しているということであります。 

 これまで話をして、すでにできているものもありますけど、多くはこれから話をして確定させていく

ものがありますので、地元の調整等々で、やはり時間がかかるということです。 

御室会長 

 はいどうぞ。武藤さん。 

武藤委員 

 今の話の中で管理主体変更というのは、最初の説明の市の資料にあるように、公共施設としての

位置づけを廃止して、地元等へ管理主体を変更すると。要は地元等が必要だということで管理主

体変更をしているはずなのに、なぜそこまでの調整期間を見なくてはいけないのかが、よく理解で

きないんです。市の中で、これは地元が必要じゃないのかと判断してこの 190 という数字になって

いるのか、すでに地域の団体なりから「これは残してくれ」という声が上がってきているのか、そのへ

んでこのやり方というのは変わってくるんじゃないかと思うんですけど、いかがでしょうか。 

神門財務部長 

 的確なお答えができないかもしれませんが、地元の方、利用者からすれば「今のまま残しておい

てください」と、まずなります。我々としては、廃止をしたいという話をします。そのときに「いや、お金

を払ってでも自分たちは使いたいんだ」とおっしゃった場合に、管理主体変更というかたちになりま

す。そういう協議の時間がいるということです。 

岩田委員 

 管理主体変更が 190 と数値を出されたが、これは目標数値なのか、それとも、確定している数値

なのか、どちらなんでしょうか。 

神門財務部長 

 何をもって確定というかということですが、先ほど申し上げたように、例えば条例上の廃止手続き

がいることもありますし、地元でお金を払ってでも使いたいという決断をされていない場合もありま

すので、確定をしているということではありません。市として、こういう計画でいきたいと決めたという
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ことであります。 

岩田委員 

 ということは、この 190 は、例えば 100 になるかもしれないということですよね。 

伊藤副市長 

 190 は最大値だと思ってください。施設、それから機能としては廃止をしますということは決めた

わけです。ただ、使える施設であるので、どういう使い方をするかといったときに、一つは売りますと

いう話があります。あとは通常の民間ベースに貸しますという話があります。今言っているような管

理主体変更というのもあります。 

 その中で「売る」、「誰かに貸します」というのは、相手が決まっていないと書けないので、その場

合、地元が「自分たちのために経費を払ってでも使いたい」という希望があれば、こういうかたちで

も良いということになろうかなと思いますので、この場合の 190 というのは、ある意味で一番大きい

数字ですので、地元の方が調整の中で、「それじゃあ私たちは使えないですよ」といった場合は、

売ったりとか、解体したりとか、場合によっては民間に貸したりとか、そちらの数字が増えてくること

になろうかなと思います。 

岩田委員 

 ということは廃止から管理主体変更に変わる可能性もあり得ますよね。市としては廃止したいけれ

ども、地域の方が「いやいや待ってよ」と。「うちのほうで管理するから、その分はやってね」という話

は出てくるということですね。 

 市の資料の適正化計画の継続の中に、管理主体変更が入っています。再配置計画の削減の中

に管理主体変更がありますが、「削減」というのは先ほどからお話をしていた、お金を削減するとい

う意味で、廃止ではないということでよろしいんですよね。あくまでもここでいう「継続」の中の一つ

の方式というかたちで良いんですよね。 

神門財務部長 

 そういうことです。 

岩田委員 

 市の保有しているもの全てが、この適正化計画に入るんですか。第３次行革審のときに上下水

道部が持っている施設は、上下水道部の適正化計画で売却等をやっていますという話があったよ

うな気がするのですが。 

神門財務部長 

 いわゆる公営企業の部分は除いています。 

岩田委員 

 もう一つ、これは希望ですが、先ほど話が出た借地については、行革審でも出ていたんですが、

今回新たに借りている建物があるということが今日分かりまして、借りているものもどれぐらいあって、

それが必要なのかどうかという判断も含めたオールの適正化計画というものをつくっていただきた

いと思います。 
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御室会長 

 はい。そろそろ時間も来ましたので、それでは、次の問題に移る前に、少し今の議論のまとめをし

たいと思いますが、今回の計画作成の目的、これは将来的に見て、財政が大変厳しくなるというこ

となので、なるべく資産をスリム化する、経費がかからないようにするということでありますが、これま

での説明を聞いておりますと、その目的というのは二の次になっていて、施設の数を減らす、これ

に非常に目が向いているのではないかと思います。 

 本来、数が 20、例えば目標が 20％、現実には 25％強ですね。これをやるということになれば、

維持管理コストも 25％減るというのが、考え方としては自然なのではないかということですが、これ

を見ていますと、廃止のものというのは、割合北遠のほうに集中しているんですね。確かに人口も

減ってあまり使わないと。こういうことなのかもしれませんけれども、何かやり易いのからどんどんや

っていったというような感じがして、要するにコスト削減というのは、やはり金額が最終的になります

ので、ぜひこのあたりを考えていただければと思っております。 

 また、管理主体変更という区分がありますが、これについても結局は、どうも非常に議論の中で

不明確で、行革審側と行政と意見がかみ合わないというところもあるのですが、我々からしてみると、

何か問題を先送りしているのではないかというふうに思います。施設の廃止にカウントするというの

も、管理主体変更というのは無理があるのではないかなと思っております。 

 そもそも施設廃止の方法には、取り壊しか譲渡、この二つしかないのではないかということで、こう

したことから見ても我々は、本当にこれは将来のためにスリム化していこうという姿勢になっている

のかということが、疑問を感じざるを得ないという印象を持っております。 

 そこで、この施設再配置、あるいは廃止計画のテーマにつきましては、維持管理コストの削減、

金額ベースでもっと考慮してくださいと。それから管理主体変更の区分、これをもう少し再考してい

ただきたいということを、今回提起をさせていただいて、次のテーマに移らせていただければと思っ

ております。 

 それでは、次は施設の長寿命化計画であります。今は建物、あるいは施設などの箱物の議論が

中心でしたが、施設の中には市民生活に身近な道路、あるいは橋を含めた維持管理の体制、あ

るいは安全性の確保、それを支える財源の見通し、こういうものについて少し議論をしてまいりたい

と思っております。 

 それでは、市の説明をお願いしたいと思います。 

②施設等長寿命化計画 

神門財務部長 

 それでは、長寿命化計画について説明申し上げます。まず、なぜ長寿命化といった議論をして

いるかというところから、ご説明をさせていただきたいと思っております。 

このグラフは市の橋梁の架設の年別橋梁数です。15 メートル以上の 902 橋についてグラフを示

しておりまして、棒グラフが橋を架けたときの架設数でして、折れ線グラフが建設後 50 年以上経
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つ橋の累計ということになります。これを見ていただきますと、1960 年代、高度経済成長期と書い

てありますが、このあたりに建設が集中していることが分かるかと思います。これが建替時期を迎え

るものですから、2025 年には全体の 48％の 431 橋が、建設後の 50 年以上となるということで、今

後、そうした時期がやって来るということを示しております。 

 今度は、公共建築物（建物）のほうですが、築年度別の延べ床面積を示しています。これは先ほ

どの橋と比べますと若干遅れております。高度経済成長期の橋や道路などのインフラ整備に続き

まして、1970 年代ぐらいに、学校の木造校舎の鉄筋コンクリート化というのがありました。それから

文化やスポーツなどの施設がこの 1970 年代あたりに相当つくられたということでして、1970 年代、

1980 年代の 20 年間で、約 150 万㎡、全体の約 56％が、この 20 年間に建設が集中をしていると

いう状況です。 

 この施設につきましても、40 年以上になる建物というのが、どっと増えてくるということで、累計の

折れ線グラフが急激に上がるということになっております。橋にしましても建物にしましても、公共施

設全体で集中的な投資が今後生じてくるというのが問題になっているということです。 

 建物の長寿命化計画のほうからお話をしたいと思いますが、なぜ長寿命化という話をしているか

ということですが、わが国の事務所ビルの建替実績というのは 40 年ぐらいが今までの実績だと言

われています。一方で、技術的に言いますと、日本建築学会が言っていますが、「耐久性はコンク

リートの強度に応じて、65 年から 100 年」と言っています。ここにギャップがあるわけでして、適切

に管理すれば長期間利用できるものを、40 年ぐらいで建替ているのが実態だろうと思っています。 

 そこで、「長寿命化のポイント」と書いていますけれども、鉄筋コンクリートの寿命を決定する要因

というのは、鉄筋の腐食の状態ということが言われております。コンクリートは普通、鉄が腐食しにく

いアルカリ性ですが、時間の経過とともに表面から中性化が進んで、やがて鉄筋部分まで到達す

ると鉄筋が腐食するということになります。また、コンクリートのひび割れなどから水が浸透してきま

すと、鉄筋が腐食をする。そうするとコンクリートの耐久性が低下して寿命が短くなる。こういったこ

とでございます。 

ですので、表面の塗装の手当てをするだけでも、相当の長寿命化の効果があるということです

ので、そうした手当をしっかりとすることによって長く使っていく。こういう計画をつくろうということで

す。本市の本庁舎のコンクリートの調査を行ってみましたが、適切に改修を行っていけば、全体で

100 年程度はもつだろうという、中間段階の判断をしておりまして、なるべく長く使うという方針をつ

くりたいということです。 

 こうしたことから、本市におきましては、平成 21 年度に資産経営推進方針を策定いたしまして、

その中で長寿命化を進める基本的な考え方というのを示しました。22 年度には保有施設につい

て、今後 50 年間の建替・改修経費を試算したところ全体で 1.3 兆円かかるだろう、１年間あたりに

しますと、256 億円の経費が見込まれるという結果となりました。 

 また、道路に関しましては、幹線道路 300 キロの修繕計画というのを策定しております。23 年度

には、公共建築物の長寿命化計画を策定いたしまして、また橋については、重要な路線にかかる
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323 の長寿命化計画修繕計画というものを策定しています。また、河川ポンプ場の長寿命化計画

の策定も進めているところです。 

 公共建築物の長寿命化計画ですが、計画の対象施設は、施設の改修が無駄になることがない

ように、長寿命化の対象施設は、今後長期間使用するだろうと見込まれる施設を対象としています。

改修部位については、先ほど申し上げたように、建築構造体の劣化を防止するという観点から、屋

根と外壁を集中的にやりたいということです。 

 それから、財政負担の平準化という観点から、空調設備、これは相当なお金がかかるものですか

ら、平準化のために空調設備、これも加えまして、三つの部位につきまして計画をつくるということ

にしています。 

 改修計画の作成につきましては、毎年度施設点検を実施していますし、建築基準法で定期点

検が定められています。この機会を捉えて劣化状況を把握いたします。点検でひび割れや浮き、

あるいは屋根防水の劣化が発見された建物につきましては、これは鉄筋の腐食が懸念されますの

で、計画的に改修を行っていくということになります。 

 ちなみに、建築基準法では、平成 20 年４月から定期点検が義務づけられ、外壁の全面打診調

査を行うこととなっていますので、この機も捉えて、市として長寿命化の点検も行っているということ

です。 

 経費のイメージですが、現在のすべての公共建築物を築後 60 年で建替た場合、今後 50 年間

の建替・改修経費、これは先ほど申し上げたように、総額 1 兆 2,800 億円を試算しています。これ

を長寿命化して 80 年建替とした場合には、総額 9,600 億円となりまして、60 年建替と比較して、

今後 50 年間において 3,200 億円の負担軽減となると推計しています。 

 人口減少時代を迎えますので、公共施設の全体量を減らすということは当然行ってまいりますが、

長寿命化による建替経費の削減、これも必要だろうと考えています。 

 次に、取り組みの状況ですが、これまでも長寿命化のための改修を実施してきています。平成

23 年度は 13 施設を実施しまして、総額 3 億 8,600 万円を執行いたしました。平成 24 年度には、

計画をつくってしっかりやっていこうということで、予算上２億円増額をしまして、６億円の予算を確

保して、30 施設の改修を行っていくこととしています。公共建築物に関しては以上です。 

鈴木土木部長 

 土木部長の鈴木です。橋と道路と河川関連のポンプ場については、私のほうから、もう少し具体

的にお話しをさせていただきます。 

 浜松市が管理する橋梁は、２メートル以上のものが約 6,000 橋ありまして、非常に多くの橋を管

理しているわけですが、効率的な維持管理を続けながら、将来的な財政負担を軽減させていく、

併せて道路交通の安全性の確保を図るということのために、利用度、路線、橋長、それらの重要

度を考えまして、レベルＡ・Ｂ・Ｃに区分をしておりまして、この中でも国県道、あるいは市道の重要

な路線にかかる橋長 15 メートル以上の橋 323 を対象として調査を実施しました。その結果として、

現在、長寿命化の修繕計画の対象橋梁としています。 
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なお、基本的に橋、道路等につきましては建物と違いまして、施設の統廃合によって廃止をす

るとか、あるいは管理主体をほかに任せるということは、なかなかできないものですから、ある以上

はずっと維持管理をしていかなくてはいけないという宿命があります。ですから、損傷状況の点検

や将来の劣化予測に基づいて、長期的な保全方針というものを示しているものです。基本的には

維持更新費の節約を図るということ、出費の平準化を図るということ、もう一つは事故防止を徹底す

るということになります。 

平成 23 年度までに 323 の点検を終えましたので、この健全度を把握する中で次の補修の時期、

あるいは工法を決めていく計画として固めてきています。損傷が報告された時点での部材の取り

替えを実施する場合、つまり事後的な対応と、予防保全型といいますか計画的な修繕をしていく

場合の比較をいたしますと、100 年という長いスパンで比較をしますと、費用的には約 800 億円ぐ

らいはコストを削減できるのではないかという試算をしております。 

 この計画としましては、現時点ではこの 323 の中から、今年度につきましては修繕の設計をやっ

ていこうと考えていまして、平成 25 年には補修を３橋、26 年には５橋、27 年には 16 橋、急いで行

こうと考えておりまして、25 年は取りあえず３橋で、馬込橋と龍山大橋、永代橋を考えております。

26 年には弁天橋、大江橋、気田川橋、鹿島橋、門島橋を考えております。 

 次に、橋梁長寿命化修繕計画の効果についてですが、先ほど申し上げました費用的な比較に

なります。ピンク色で示しているのが、従来どおりの管理をした場合ということになります。青色で示

しているのが、損傷が軽いうちに計画的に対処していく、つまり根本的な修繕を先延ばししていく。

「先延ばし」ということがありましたが、この場合は出費をしていく段階を向こうへ持っていくということ

で、当面の出費をなるべく小さくしていくということです。 

 事業費としましては、架け換えの費用、修繕の費用、点検の費用というものを考えております。こ

れらの比較をすると、ざくっとした数字になりますが、集中するよりは、少しずつならしていくことによ

って、ある限られた期間ですが、出費については平準化できる、あるいは施設が長持ちすることに

よって出費は抑えられるということであります。 

 次をお願いします。道路の関係になりますが、舗装の長寿命化の計画です。これについては、

市が管理する路線は延長が約 8,400 キロと、政令市になりまして相当な距離数があります。こうし

た中で、これも効率的な維持管理を続けていかなければならないわけですが、交通量、道路の種

別、幅員、そういったものからレベルをＡ・Ｂ・Ｃと区分をしまして、必要なものから調査をし、また舗

装をしていこうと考えている取り組みです。 

 舗装の健全度を見ていくものに、ＭＣＩ、維持管理指数という一つの指数があるわけですが、これ

は舗装の状態をきちっと評価していくための指標でありまして、ひび割れ率、わだちの掘れ量、平

たん性、それらを用いて算出するものです。これらの指標、指数に基づいて 21 年までに路面調査

を行いまして、22 年度に長寿命化の修繕計画を策定しています。 

 ところが、実際には、すぐに修繕していかなくてはならないというものがいくつかありますので、そ

ういうことを取り急ぎやっていくということでございまして、長寿命化修繕計画というよりは、まず不具
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合が生じているものを直していくというのが、道路の対応としては求められているところです。橋と

違い、道路の場合については、傷んでいるところを直し続けていかなくてはならない。こういう宿命

があります。 

 次をお願いします。河川関連のポンプ場につきましては、大体、電気施設の寿命が 15 年から

20 年と言われていますから、これらにつきまして、また 15 年、20 年のサイクルで、まとまった費用

が必要になってくるものですから、更新時期の集中を避けるために、河川維持予算の平準化を図

るために取り組んでいるものです。 

 施設の現況、あるいは補修履歴等をきちんとデータ化しまして、それによって長寿命化の対策が

図られると考えています。現時点では参野ポンプ場、西部排水機場、木戸ポンプ場、中田島団地

排水機場、鴨江雨水調整池、これらにありますポンプ場の中の、例えばポンプや原動機、羽根車、

除塵機、そういったものを一部取り換えることによりまして、耐用年数を延ばしていくという取り組み

にかかっているところです。最適な修繕、更新時期を定めて、ポンプ場の寿命を長く延ばしていき

たいと考えているところです。 

 ポンプ場というものは、水の災害となりますと、市民生活に大変大きな影響が出ます。排水ポンプ

場の役割は大変大きいわけですが、低平地におきましては、河川の水位よりも水かさが増した場

合には大変な被害が出ることから、ポンプ機能で、強制的に雨水を河川に排水する大きな役割を

持っているというものです。 

 最後のスライドの、上の表につきましては、長寿命化による計画的な管理を示すものでありまして、

青色で示した時期に、長寿命化計画で取り組みをいたしますと、集中的な費用の出費というのが

ありません。赤色の更新時期にずれてまいりますので、当面の間の出費が集中して出るということ

がなくなります。ですから、50 年というスパンで考えていきますと、平準化することによって、約 130

億円という試算になります。 

 下の表は逆に従来の管理を示しておりまして、赤色で示したとおり、この時期にまとまった更新を

すると、お金が一度に集中して必要になります。そして、またある時期になりまして、まとまって出費

が必要になってくるということもあるものですから、この出費を平準化していくという取り組みです。 

 この期間で比較をいたしますと、少しずつならして施設を長持ちさせていければ、出費といたしま

しては、30 億円ぐらいは軽くなってくるということを考えて、今取り組んでいるところです。以上です。 

御室会長 

 はい、どうもありがとうございました。 

 今、市から説明をいただきましたが、聞いていらっしゃる皆さんが理解しやすいように行革審で資

料をつくりました。政令市の中で、橋の数が浜松は全国で第２位というのをご理解いただきたい。こ

れは管理橋梁数です。約 6,000 橋ということで、政令市の中で２番目に多い。こういう背景がありま

す。この橋をＡ・Ｂ・Ｃに区分して、15 メートル以上の重要な橋が 323 あり、これを優先的に点検を

して直す、あるいは強化する。こういう計画を策定しましたというご説明をいただいたわけです。 

 それからもう一つ、道路、これは政令市の中で１番です。やはりこれは市の面積が 1,500 平方キ
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ロということで、高山市に次いで全国の基礎自治体の中で二番目ということで、道路の管理延長キ

ロ数が 8,425 キロ、これだけあるわけです。これを市のほうで管理していかなくてはいけない。こう

いう背景の中で、じゃあどうしましょうかということですが、先ほど鈴木部長のほうでご説明いただき

ましたように、レベルＡでは約 300 キロ、レベルＢで 900 キロ、合計 1,200 キロをまず重点的に補

修をし、管理していきましょうと、こういうご説明をいただいたということです。 

 それからポンプ場が今５カ所あるということで、これについても大雨が降ったときに大変なことにな

りますので、５カ所のポンプ場を、参野と西部排水機場、木戸ポンプ場、中田島団地排水機場、鴨

江雨水調整池、この五つ、これについては大雨が降ったときに、きちんと機能させなくてはいけな

い。こういうことで、この長寿命化をどうしていくのかということ。建物は別として、これを背景にして

議論をしていければというふうに思っております。 

 それでは委員の方、いかがですか。前嶋さんどうぞ。 

前嶋委員 

 前嶋です。いくつか質問したいのですが、長寿命化というのは、普通ではあまり聞かないのです

が、建物と道路と橋の話がありましたので、先に、後から説明をしていただいた道路や橋について

お聞きしたいのですが、普通、道路というのは、高速道路の集中工事が毎年あるように、大体一般

的には、こういう設備は壊れる前に、普通はですが、我々民間は定期点検をして、壊れないように、

長く使うようにしているのですが、わざわざこの答申の指摘があったから、初めて市はこういうメンテ

ナンスを事前に予防するということをやり始めたのか、いえいえ、もう前からやっていましたけど更

に何々なのか、そこを確認したいのですが。 

御室会長 

 鈴木部長どうぞ。 

鈴木土木部長 

 それではお答えいたしますが、もう 10 年も 20 年も前からというわけではありませんが、ここ数年

前から、当然こういう時期が来るのは予想をしておりましたので、いろいろ調査を行ってきておりま

して、備えていきたいという取り組みをしてきております。それで調査の結果として、いろいろな実

態が分かりましたので、個別の計画を立てているところです。 

前嶋委員 

 すみません。揚げ足を取るようで申し訳ないのですが、市の人たちは、数年前までは壊れるまで

何もしなかったということですか。 

伊藤副市長 

 私から申しますと、道路や橋などに限らず、やはり行政として反省をしなくてはいけないと思って

いますけれども、役所の文化としまして、その年の予算をどう使うかということを考えたときに、新し

い要望に応えるということを、どうしても優先してしまうようなところがありまして、既存のものを長く使

うという意識が、やはりなかったのかなと思います。いろいろな要望がたくさんありますので、新しく

やったほうが何か仕事をやったような感じになります。そういった傾向が、これまで役所の予算の使
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い方という部分にあったことが、今のような状態になっていまして、それを反省して長寿命化という

ふうに切り替わりつつあるということだと思います。 

 そういった意味で、浜松市は、早い段階で切り替わったと言えるのかなと思っています。 

前嶋委員 

 分かりました。大変、私、委員として、やっていて良かったなというような、いいお答えをいただい

て、励みになりました。答申のおかげで動き出したと、こういうことですね。今までやっていなかった。

分かりました。ありがとうございました。 

 それから建物のほうですが、これは先ほどの再配置計画や廃止計画の中で、残すといったもの

に対して長く使おうと、こういうことですね。これは一般的に、僕らの民間の考えだと、リフォームをし

て長く大事に使おうと、こういうことだと思うので、非常に分かりやすいことだと思うのですが、平成

22、23 年から見直しをして、これはこういう理由でやめる、こういう理由で使わない、こういう理由で

残すと見直したわけですね。で、残すというのは分かったのですが、残して、屋根を補修したり、長

寿命化のいろいろ対策をすると思いますが、それは分かるのですが、残すといった建物を、これか

ら何年使うかというところを考えて、そういう計画を立てているのか、ただ残すと言ったら需要がある

ないにかかわらず、50 年もつようにやろうとしているのか、そのへんはどうでしょうか。 

神門財務部長 

 そこになりますともう個別の議論になりますが、単純に、残すからもう徹底的にやりますとはしてお

りませんで、「残す」としているもののうち、そうは言っても将来需要がなくなるのではないかというよ

うなものは、やはり優先順位が下がっていくと思っております。それは個別に議論をしております。 

前嶋委員 

 ぜひそこを、ここが大事だと思うんですよ。せっかく仕分けをしてもらって、これは捨てる、壊す、

残す。要するにいらなくなるということは、ある時期になると残すものもいらなくなるはずだものです

から、それが 10 年後いらなくなるのか、30 年後にいらなくなるのか、新しいものをつくるときも同じ

ですが、お金をかける以上、どこらへんまでかけるか、これは一般でも、例えば屋根の塗り替えを

頼むと、「５年もてばいいですか、10 年もってほしいですか」と、塗装屋さんが見積もりを３段階ぐら

いで持ってくるものですから、ぜひそういうことを意識して、専門家の方がいらっしゃると思うので、

お金のかけ方にメリハリをつけて、ただ言われたから長くするのではなく、効率よくやっていただき

たいと思います。 

 それから、先ほど空調施設という話がありましたけれども、優先順位はどういう基準で手をかけて

いこうとしているのですか。例えば、壊れればやりますけど、今の話では、壊れる前の話なのか。空

調施設は壊れたら替えるのですか。それとも動く間はもうとにかくどんなものでも使うのか、そういう

ことを含めて、基準ですね。例えばこの建物の空調をやるのか、違う建物の空調をやるのか、そう

いう基準。 

神門財務部長 

 これまでは、やはり厳しい財政状況の中で、なかなか事前の入れ替えというのはやっておりませ
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んで、正直壊れてからやっているようなものも多くありましたが、今後は、そうするとどうしても投資が

ばらついてしまいますので、経過年数等に応じて計画をつくって事前にやっていこうということです。

例えば、その中には経過年数もあるでしょうし、今、実際の状態を調べて、優先順位をつけてやっ

ていくということです。 

前嶋委員 

 ただ古いだけではなく、普通はよく使うと早く傷むし、ということですよね。当然そのへんのことが

基準になって、それって長寿命化計画の中で、今日は持っていないかもしれませんが、何かマニ

ュアルなり手順書みたいなものがあるのですか。その時々の担当者の感覚でやっているのですか。 

神門財政部長 

 市の職員にも電気技師というものがおりまして、専門家が判断をしておりますので、一定の基準

に従ってやって、マニュアルがあるかどうかというのは、分かりませんが、一定の基準で判断をして

いると思います。 

前嶋委員 

 絶対にないと正しくはできないと思うので、また今日は持っていないと思いますけど、後ほどあれ

ばというか、見せていただきたいと思います。 

 取りあえず私はここまでで。 

御室会長 

 ありがとうございました。 

 このごろ新聞で、佐久間町の原田橋というのがよく出ています。ここについて、皆さんがご理解い

ただけるようにしていきたいと思っているのですが、今、これは通行止めになってしまったと、ケー

ブルの切断ということが最近分かったと、こういうことです。 

 この中で、長寿命化計画の取り組み、その調査の中でこの危険というのが発見されたのか、お聞

きしたいのですが、土木部長どうですか。 

鈴木土木部長 

 はい。お答えいたしますが、いろいろご心配をおかけしております。地域の皆さま方には大変ご

不便をお掛けしておりまして、申し訳なく存じておりますが、この施設につきましては、昭和 31 年

に県が建設されて以来、ずっと管理をされてきまして、浜松市としましては、政令市になりました平

成 19 年から管理を移管されてきているものです。 

基本的には、それほど耐荷力のある強い橋ではなかったわけですが、時代の推移とともに通行

量も増えますし、車の大型化というものも進みまして、その車の大型化というものを担保していくた

めに、当時管理をされていた静岡県さんが、平成５年ですか、床板と言いまして、床の部分になる

のですが、そこを補強したわけです。そのことによって、従来からも大型車は少しは通っていました

が、確実に大型車が通れるようにということで補強をされたようです。 

 ところが、床板を丈夫にしたことに伴って大型車は通るのですが、大型車が通れば通るほど、橋

を支えているケーブルには当然負担がかかってくるわけでありまして、そのケーブル自体への配
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慮と言いますか、補強されるなり点検されるなり、十分静岡県さんも、そちらのほうは点検をされて

いらっしゃったとは伺っておりますけれども、結果的に、時代とともに大型車の通行が頻繁になり、

その結果として、かれこれ 60 年近く経つ老朽化した橋でございますので、そろそろ寿命がきてい

るのかなと。その寿命の一つの兆候として、ケーブルが一部破断されたのかなということになります。 

 そのことを確認に出向きましたところ、実はこれが去年から言われているケーブルの一部破断の

部分でして、メインケーブルが上流、下流にそれぞれ６本ずつあるわけですが、６本の中の１本が

少し具合が悪い。その１本は７本の中ケーブルで構成されている。その７本のケーブルのうち４本

が具合が悪いという状態で、下流側の太いケーブル１本が、ケーブルとしての十分な効果を保っ

ていないという状況です。そのことの確認に出向きましたところ、実は中央部でメインケーブルが約

10 センチずれており、合わせてそれ以外のケーブルも１、２センチずれているという事態が、改め

て確認されましたものですから、今後の推移が非常に心配されましたので、どうしようかという決断

を迫られたわけですが、私たちとしましては、橋の管理をするとともに、住民の方々の命や暮らしを

守るというのも一つの責任ですので、橋を止める場合のご不便さということの中で非常に悩みまし

たが、安全性を最優先して苦渋の選択で通行止めをさせていただきました。そういう次第でござい

ます。 

御室会長 

 はい。ということは、県から市へ、政令指定都市になって、いろいろこういう道路や橋の管理が移

って、やはり県のほうの管理体制に問題があったと、こういうことなんですか。 

鈴木土木部長 

 そこまではなかなか私からは申し上げにくいところですが、すでに 60 年経っていることは事実で、

橋自体が古くなっているということも事実ですから、我々が移管を受けて以来、平成 19 年以降、

少しずつ将来の補修に備えて、あるいは将来の付け替えということに備えて、いろいろと調査をし

ておりました中で、不具合が発見されたということです。 

御室会長 

 なるほど。これはちなみに新しく架け替えをすると、どれくらいかかるものなのですか。 

鈴木土木部長 

 つける場所、橋の長さ、橋の形状、いろいろなパターンがありますので、一概には申し上げられ

ませんが、我々の試算では、我々もあまり橋に関して専門的な情報は持ち得ていないということで

ありまして、面目ありませんが、国土交通省の全面的な応援をいただく中で、今いろいろと資料を

集めていますが、川の一番近いところに一番短い橋を架ければ、15、16 億円ぐらいでできるだろう

と思いますが、下流のほうへ行きまして、相当長い橋になってくる場合は、倍以上のお金がかかる

だろうというようなことも想定はしております。 

 いずれにしても、場所が佐久間ダムのすぐ下で、放流したときの川の水圧がすごくかかるところで

すので、橋脚のある橋はなかなかつくりにくい。そういうことから、ここはもともと数十年前の段階で

も吊り橋で建築をされてきたのだろうと思っております。 
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御室会長 

 なるほどね。はい、分かりました。 

南出委員 

 橋と道路に関して質問ですが、まず道路に関して非常に、交通量と道路種別と幅員という非常

に技術的なところでレベル分けをされていると。今回、原田橋の関係みたいなところで、要は国道

473 号線、152 号線だとは天竜や佐久間のライフラインですね。それから春野町は確か 362 号線

でしたか。非常にライフラインとして、あそこの橋や道路、トンネルがありますよね。今回、レベルＡ・

Ｂ・Ｃというのは技術論的に分けてらっしゃいますが、市民から見ると、あそこに住んでらっしゃる方

たちが、あそこの道路が、例えば災害だとか地震だとか崖崩れで通れなくなったら、ライフラインが

途切れてしまうわけです。 

 今回、調査を実施されて、レベルＡ・Ｂ・Ｃというのは、非常に技術論的に公平なかたちでやられ

ていると思うんのですが、それに対して、いわゆる道路、トンネル、橋で、ライフラインとしての道路

としての重要度という観点を入れて、維持・補修・管理をする必要があるのではないかというのがま

ず第一点。 

 この２年間で大きな橋を５橋補修されるということで、私はよく分からないですが、おそらく十数億

円なり、何十億円とかかると思うのですね。私なんかは例えば、152 号線で鹿島橋なんかは今、大

きい車は通れないはずなのですが、ばんばん通っているし、この原田橋も８トンぐらいしか通れな

い、最大荷重が９トンなんですね。そうするとダンプもトレーラーも全然通れないはずなのですが、

この前の住民説明会のときに部長が出席されていて、そこの自治会長のほうから「８トンしか通れな

い看板があるのに、約 30 トントレーラーが毎日通行していた。」とあった。 

 そういうことになると、例えば今やろうとされている五つの橋があるのですけども、五つの橋もかな

り大きい車両が通っていて、床板だとか何かにものすごい負荷がかかっているのではないかと。そ

れだったら取り締りというのは非常に、この前もちょっとお話を聞いたら、「道路パトロール隊があ

る」ということですが、現実には取り締まったり、出動するのが大変であれば、例えば監視カメラを

つけるとか、あるいはもっと分かりやすく、大型車が通らなくて、維持管理するのにお金をかけるよ

りも、そういう指導的なものに少しお金をかけて、橋梁の維持補修の費用を少しでもかけない工夫

みたいなことをやられるつもりはないのかどうか、そのへんをお聞きしたいと思います。 

鈴木土木部長 

 二つご指摘があったかと存じますけれども、地域性を考えていくということは重要なことだと思い

ます。北遠地区は一本道の道路ですので、それが寸断された場合には地域が孤立していく、ある

いは地域間の連絡が取れないということは、往々にしてございますので、橋だけに限らず、道路も

そうですしトンネルもそうです。道路というのは、つながってこそ役割を果たすものですので、道路

が途切れてしまったら非常に、生活、経済の問題を含めて大きいものがありますので、従来の橋の

点検という審査の基準と合わせて、地域性については、十分考慮していく必要があるだろうと考え

ております。 
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 それからもう一つは、維持のためには、別の角度の考え方も必要ではないかというご指摘だと思

いますが、まさしく維持のためには、橋そのものの安全性を担保し続けていくためには、きちっとし

たことを、つまり通行制限なり管理体制をしっかりするということだと思います。そのことが橋の健全

な維持ということにつながっていくだろうと思いますので、今後、原田橋に関しましても、仮に現在

の橋が使えるという、つまり安全性がいくらかでも担保される、想定よりも健全度が残っているという

場合には、ゲートオープンということのシナリオになっていくかと思いますが、そのときには当然、通

行制限についてはきちんとやっていきたいと思っています。きちっとやるということは、あまり強いこ

とをいうよりは、そもそも傷んでいる橋ですから、みんなでそっと大事に使おうねということを呼びか

けていきたいと思っております。その中できちんとした管理体制をしながら、もう一つはゲージをつ

けるなどしまして、監視体制も強化をする、あるいは誘導する関係のガードマンを配置する、そうい

った諸々の体制を取る中で、原田橋に関してはゲートオープンをしていきたいと思っていますし、

そのほかにつきましても、そういう関係で、維持のためにソフト面の対策も考えていきたいと思って

おります。 

御室会長 

 はい、ありがとうございました。村松委員、どうぞ。 

村松委員 

 いろいろ話を聞いてきましたけれども、原田橋のようなことがあってはいけないなと思います。政

令市になってから、市でやらなければいけないことがかなり増えてきましたので、そういった点でも、

この建物、道路、河川の問題、いろいろなところで職員の人的な投資が、どのように今増えている

のか、そのへんの関係が知りたいのと、外壁や屋根や空調設備の修繕対応だけで、建替の年数

が 40 年から、それぞれの建物でどれくらい延びるかは、それをこれから検証するかと思いますが、

せめて倍に、80 年ぐらいは延びているように頑張ってほしいなと、私の希望です。 

 そして現場の、今の橋でも出ましたが、道路もそうです。今、北区のほうで道路の問題が一番多

いと、私の耳に入ってきております。現場の調査・点検に人数を投資したり、毎日の仕事のほうに

力を注いで欲しいなと思っております。 

 あと一点、質問ですが、この長寿命化計画と、建物の耐震化もありますが、そちらとは、どのよう

な関係でやっているのかお聞きしたいと思います。 

神門財務部長 

 耐震化との関係ということですが、浜松市は、耐震化はすでに相当程度実施をしてきておりまし

て、もう耐震化未実施施設というのは非常に少ないです。IS 値の 0.7 以下が耐震性が低いと言わ

れている建物ですが、これが 65 棟ありますが、これはもう先ほどから議論しています廃止施設と位

置づけているような施設がほとんどでありまして、耐震化はほぼ終わっているというような状況です。

今後、調査をしながら長寿命化をしていくと、そういうことです。 

山崎委員 

 山崎ですが、質問したいのですが、今、資産経営で不要なものは廃止すると、それから必要なも
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のの既存施設は、長く保って使うということで、よいと思いますが、一つ、以前もお願いしたのです

が、新しくつくるもの。それから先ほど出た新しく借りるものについて、これも大きな資産経営の柱

になっていると思います。 

 先ほど、借りて年間 4,000 万円払うと、私もびっくりしました。今聞きますと、離れていて非常に連

絡がうまくいかないだとか、自分の家を考えてみてください。要するに空いている自分のものがあっ

て、その中へ入るならいいですよ。反対側を借りるわけです。またロスが出ているわけです。自分

の家を考えて、ましてやこの資産経営をやっているときに、自分のところの施設がありながら、よそ

に 4,000 万円も払って借りるということ自身、考えられない。資産経営と言いながら、非常にこれは

まずいことだなと思います。 

 それともう一つ、新しくつくる段階で、昨年、市営住宅が坪 70 万円と非常に高額なことで、もっと

下げる方法をいろんな建設で考えてもらいたいとお願いしたのですが、昨今、例の境界線の問題

で、旧あいホールが発注されたようですが、あれが総額で 10 億円、大体延べ床で私が聞いてい

るのは、870 坪と聞いているのですけど、それでよろしいですか。総工費 10 億円、延べ床で 870

坪。 

神門財務部長 

 個別の施設のことを言われても、今データを持ち合わせておりません。 

山崎委員 

 大体合っていますか。それで。 

神門財務部長 

 分かりません。データを持っていません。 

山崎委員 

 それでいきますと、仮にあったとしたら、坪 120 万円なんですよ。どうして我々があれだけ言って、

こういうものを発注するのかというのが、非常に疑問に感じますね。10 億円というのは合っています

か。 

神門財務部長 

 今日の議題でありませんでしたので、データを準備しておりませんので、正確にお答えできませ

ん。 

山崎委員 

 10 億円単位の予算の決まったものを、財務部長さんなら分かるでしょう。 

御室会長 

 その議論は、今日の議論とは別の問題ですから、またそれは。 

山崎委員 

 私が申し上げたいのは、要するにつくるほうもきちっとした考えでやらないと、借りるほうもですね。

そういうことを申し上げたいわけです。それと前回言った我々の意見が活きているのかどうかという

ことをお聞きしたかったわけです。 
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伊藤副市長 

 今の点につきましては、宿題とさせていただきまして、次回の勉強会であるとか、次の審議会まで

に対応できるようにいたしますので、今日は申し訳ないですけれども、データを持っておりません

ので、次回以降の対応とさせていただきます。申し訳ありません。 

御室会長 

 はい。よろしくお願いいたします。 

 そういうことで、長寿命化について、皆さんもご理解をいただけたのではないかと思っております

ので、次の議題にまいりたいと思っております。 

 

③指定管理者制度 

御室会長 

 それでは、次は指定管理者制度につきまして、議論を進めていきたいというふうに思っておりま

す。市のほうからのご説明をお願いしたいと思います。 

神門財務部長 

 はい。指定管理者制度についてご説明いたします。まず制度の概要ということで、簡単ですが、

制度について説明をさせていただきます。 

 アの目的ですけども、指定管理者制度は、多様化する住民ニーズに対し、より効率的に対応す

るために、公の施設の管理につきまして、民間の能力を活用しながら、住民サービスの向上と経費

の節減を図るということで行われております。 

 特徴といたしましては、従来から管理委託制度というものがありましたが、この従来の管理委託制

度では、地方公共団体の出資法人に委託先が限定をされておりましたが、自治法の改正によりま

して、指定管理者制度が導入されて、出資法人以外の民間事業者でも指定できるというふうになり

ました。その代わり、きちっと議会の関与をさせようということで、議会の議決を経て民間事業者で

も指定できるということになりました。施行期日は、地方自治法の改正により平成 15 年９月施行。 

 これまでの浜松市の導入の経緯ですが、まず平成 16 年８月に指定管理者制度の実施に関する

基本指針というのをつくってあります。イですが、平成 18 年４月から指定管理者制度の本格導入

をしております。ウですが、この本格導入をした施設が 21 年度にたくさん更新されるという時期で

した。行革審からもいろいろなご答申をいただいておりましたので、それらを踏まえまして、20 年４

月に旧基本指針を廃止をいたしまして、新たな基本指針を策定しています。この基本指針では、

公の施設における制度導入の基準や選定時の公募原則、これを明確化したり、指定期間の長期

化、選定会議に第三者委員を加えるといったようなことを規定をいたしました。 

 エですが、この指針の制定に合わせまして、指定管理者制度を導入する施設につきまして、共

通する事項を整理いたしまして、条例を制定しています。オですが、その後、更に制度の運用状

況を踏まえまして、導入、非導入の判断基準の追加など、基本指針の改正をしています。 
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 制度適用の流れですが、まず、アです。公の施設のうち、道路、河川、学校、保育所などを除き

ます 651 施設について検討をしております。その中で、地域住民が利用することを目的として設置

された小規模施設など、あるいは市が直接管理すべきと判断した施設などにつきましては、制度

を適用していません。 

 イです。制度を適用するためには、まず条例の設置が必要でございます。条例を改正して、指定

管理者を導入しますという手続きが必要となります。その条例の中には、施設管理の基準とか業

務の範囲などを定めることになります。 

 ウです。指定管理者の募集ですが、これは先ほどの指針の中で、原則公募としてあります。公募

に際しましては、募集要項や選定基準等を各部ごとに設置しました指定管理者選定会議におい

て審査し決定をしております。公募に関しての広報につきましては、『広報はままつ』で周知をして

おります。また、ホームページの掲載等もしています。各施設の公募期間は１カ月以上というふう

に基本的に定めています。 

 エです。候補者の決定は、選定会議において総合点数方式を基本としておりまして、書類検査、

ヒアリングを行っています。 

 オですが、選定会議により決定した候補者を指定管理者とするということにつきましては、先ほど

申し上げたとおり、議会に提案をして、議会の議決によって指定をいたします。議決後ですが、指

定管理者と基本協定書、年度協定書を締結、協定書には役割分担、リスク分担などを明示をして

います。 

 キです。市として、施設の設置者として、指定管理の業務がきちんと行われているか、常にチェッ

クしていく必要がありますので、まず指定管理者に対しまして、月別の報告書、あるいは利用者ア

ンケートなどの実施によりまして、自己チェックを行うことを義務づけをしております。また、施設所

管課による監視といたいまして、指定管理者からの提出書類、業務確認、立ち入り調査などにより

まして、随時チェックを行って、指定管理者に必要な指示を行います。また、選定会議におきまし

ても同じように、報告書等に基づきましてチェックを行います。 

 最後ですが、施設所管課だけではなくて資産経営課、制度所管課が資産経営課ですが、財務

部の資産経営課でも第三者的な立場からチェックをすることといたしておりまして、平成 20 年度か

ら施設の立ち入り調査を行っております。22 年度からは、特に安全管理体制に着目した抜き打ち

の事前通告をしない調査というのも行っています。 

 クですが、こうして選定会議による評価等々につきましては、ホームページ上で公開をしておりま

す。また、選定結果等についても、公表することにより透明性の確保に努めています。 

 導入状況です。平成 24 年４月現在で対象施設 651、うち制度導入施設は 269 施設、公募施設

が 260 施設、非公募が 9 施設というふうになっております。公募率をはじいてみますと 96.7％とな

ります。指定管理料は 53 億 6,500 万円となっています。平成 20 年度と比べますと、導入施設は

69 施設の増、公募率は 10 ポイント程度の増となっています。 

 非導入としております施設の状況ですが、１から５まで掲げていますが、制度適用を検討した施
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設の中でも、非導入としているものがあります。非導入理由の１、３、４につきましては、小規模施設

であったり、使用料自体が無料、あるいは低額で導入による財政効果が望めない施設などがあり

ます。コミュニティ防災センター、公民館、駐車場などが１、３、４に該当いたします。 

 ２では、診療所や上下水道等、市に蓄積されたノウハウが大きくて、事業中断がなかなか難しい

といった施設を挙げております。５では、市が直接管理すべきだというふうに考えている施設であり

まして、拠点図書館や博物館、美術館などとなっています。 

 指定管理者を導入しているもののうち、原則公募としておりますが、非公募としている施設もあり

ます。ここに掲げてあるとおりですが、まず１としましてはコミュニティ施設で、引佐の東四村コミュニ

ティセンター、これは合併前から導入していたということで、非公募としています。２が市の政策を

担えると認める者が、市の重要政策を推進するための施設ということで、アクトシティ、楽器博物館、

発達医療総合福祉センター、浜松医療センター、リハビリテーション病院については非公募として

います。 

 ３です。PFI（Private Finance Initiative）という仕組みでやっているものでありまして、一つトビオが

あります。４で公募を行うことについて、特別な理由がある施設ということで、花桃の里、船明墓地

がありますが、花桃の里につきましては、この受託者が法人化をされまして、同じ方に残りの期間

をやってもらおうということです。また、船明墓地につきましては、ほかの公園墓地もありますので、

周期を合わせて、次のときには同時に更新ができるように、当分の間、非公募としたものであります。 

 施設別応募者の状況ですが、これは平成 24 年に更新、あるいは新規の導入をいたしました対

象施設 25 施設につきまして、表を作成しています。非公募が新規１件があります。応募者が一者

だけだったものが８件、応募者が２者だったものが８件というかたちでして、平均で 2.2 者の応募が

出るという状況です。 

 外郭団体が指定されている状況がどうかということですが、これは浜松市は左上になりますけれ

ども、先ほど申し上げたように、269 施設中 76 施設において外郭団体が指定管理者になっていま

す。76 施設のうち、公募による施設が 72 施設、非公募施設は４施設ということになります。この 76

の内訳ですけれども、このうち 54 施設は、実は市営住宅でありまして、公募の件数としては１件で

す。54 施設を一括して公募をしているもので、そうした市営住宅が、非常に大きな割合を占めてい

ます。 

 あとは政令市の状況を並べておりますが、表の右側の一番下に、合計と平均を載せております

けれども、施設数でこの外郭団体率というのを見てみますと、浜松市は 28.3％ということになります

が、平均では 36％になります。指定管理料でいきますと、34.7％に対しまして、51.8％という状況

になっておりまして、ほかの指定都市と比較して、大きなものではないという認識をしています。 

 表の欄外の下に書いてありますが、浜松市で独自に、外郭団体として定めておるものがありまし

て、それを加えるとここに掲げてあるような数字となります。どういうことかと申しますと、一般に比較、

外郭団体というのは、市の出資比率が 25％以上というふうに言われておりまして、調査ではこの基

準に基づいた調査になります。浜松市の場合は、それを広く捉えておりますので、外郭団体がたく
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さん入ってきます。その入って来たものを入れると、この下の数字になるということでありまして、具

体的な違いは浜松市の体育協会、これは全国的な基準だと外郭団体にならないけれども、浜松

市では外郭団体としているということがあります。 

 導入効果ですが、表を載せております。歳入と歳出の差し引きであります一般財源ベースで見る

と、平成 24 年度が 29 億 4,800 万円に対しまして、直営だったときの金額、これは 37 億 9,400 万

円ですので、事業比の比較で 8 億 4,600 万円、率にして 22.3％の削減効果が出てきているという

ことであります。 

 同じような比較を、23 年度と 24 年度でもしてみました。これでも１年間で８％の削減がなされて

おります。指定管理者更新時期が来れば更新になりますが、更新の都度、所要経費を見直して公

募をいたしておりますので、更新の時期にはまた削減の効果が出てきているということであります。 

 代表的な施設で見てみますと、例えば一番上のアクトシティ浜松は、直営時との比較で 1 億

4,300 万円の削減をしています。23 年度も更に削減をいたしまして、1,000 万円削減をしたところ

でございます。アクトシティ浜松も発達医療総合福祉センターも、これは先ほど申し上げたように非

公募の施設でありますが、非公募の施設であっても、厳格に指定管理を査定しておりまして、この

ように削減効果が出てきておるといった状況です。 

 市民サービスが向上した事例を挙げております。アとしまして、「開館日・開館時間の拡大による

事例」としておりますが、指定管理者制度では条例で、利用料金の上限とか休館日というのは決

めますけれども、指定管理者の判断で、市の承認が必要となりますけれども、利用料金を安くした

り、あるいは利用日、利用時間を拡大するといったことが可能であります。こうした制度を活用して

市民サービスを向上していただいた事例を載せておりますけれども、例えば一つ目ですが、発達

医療総合福祉センターは、診療受付時間を１時間延長したといったことがありまして、診療の件数

が大幅に増えているというようなことがあります。二つ目の新橋体育センターですが、休館日を減ら

した、あるいは時間を延長したということで、利用者が増加したといったような事例があります。 

 イで「利用料金の見直し」を挙げておりますが、これは雄踏の総合公園で、当日ぎりぎりになって

申込みをされた場合には、半額をするといったような制度を導入したところ、利用者が大幅に増え

たといったような工夫が見られております。 

 指定管理者制度の課題と対応としてまとめさせていただきました。実は浜松市で、18 年度の本

格導入以来、指定管理者制度を適用してまいりましたけれども、一回見直してみようということで、

実は全庁的にヒアリングもしながら、若干の見直しをしたいというふうに考えています。その柱のま

ず一つが、①指定管理者の創意工夫、これをもう少し出していくような、そんな仕組みができない

かということ。これは、自由にしていただくような方向になるわけですが、その一方、②で、主として

きちんと自己評価をしていく。チェック体制を強化していくと。こうした二つのベクトルでの見直しが

できないかということで考えています。 

 最初の指定管理者の創意工夫の部分ですが、（ア）で「指定期間中における指定管理料の安定

化」としてあります。一つ目の前年度の運営状況により指定管理料を、これまでは若干変更したり
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するといったようなことをしておりましたけれども、原則、当初、最初に設定した年度ごとの指定管

理料、これはもう変更しないで、その中で自由にやっていただこうというふうにできないかと考えて

おります。 

 それから「公募時に指定管理料の上限額を設定する」ということを考えておりまして、市としてど

れだけやっていただくかという部分の、業務範囲の明確化を図って、義務としてやっていただく部

分と、自由事業、自主事業としてやっていただく部分と、きっちり分けていきたいということでありま

す。 

 それと三つ目の指定管理料につきましては、毎年度、毎年度のこの予算で担保をしていました

けれども、総務省からの通知もありまして、きちんと複数年間の予算を確保するという意味で、議会

の債務負担行為というやり方があります。例えば、３年間で１億円支出しますということについて、

議決をいただくという手法がありますが、そうした債務負担行為という手法を用いまして、長期間の

支出を担保するといったようなことをしていくということをやっています。 

 （イ）です。「指定期間の延長の弾力化」ということで、これまで３年としてきた指定期間を５年とす

るなど、なるべく長い期間で指定管理をしていただくということを考えております。これによって、指

定管理者の設備投資を促したり、あるいは人的な投資を計画的に行うようになるということで、自由

裁量も増して、応募もしやすくなるだろうというふうに考えてます。 

 （ウ）で、「自主事業に対する評価」ということでありますが、先ほどから申し上げていますとおり、

市が定めた業務以外に、自主事業というものができるわけですが、この自主事業の部分をきっちり

評価をしていきたいということも考えています。 

 二つ目の、事後評価等のチェック体制の強化ですが、（ア）といたしまして、利用者アンケート、こ

れは指定管理者にアンケートの実施を義務づけておりますけれども、指定管理者を通さず、市とし

ても直接利用者の声を聞いて、指定管理が適切に行われているかということを、チェックをしていき

たいということであります。 

 （イ）で、事後評価前の委員による現場確認の義務化ということで、選定委員が事後評価をして

いますが、基本的には書類審査で行っておりましたが、委員の皆さまにもぜひ現場確認をしてい

ただいて、現場を見ての指摘もしていただきたいということをやっていきたいと思っております。 

 （ウ）で、選定会議における第三者委員の拡充ということがありますが、これはこれまで第三者委

員は３人としておりましたけれども、施設によっては、それでは足りないといった施設もありますもの

ですから、３人以上とすることも可能として、施設の規模や周囲に応じた評価体制を整備したいと

考えています。以上です。 

御室会長 

 はい、ありがとうございました。 

 それでは、委員の皆さんからご意見を。はい、山崎委員どうぞ。 

山崎委員 

 それでは３点ほど質問させていただきます。市のほうのパワーポイントを出していただきたいので
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すが、まず外郭団体が指定管理者となっているということについての疑問点です。そこの一番下に

書いていますが、外郭団体が現在、施設数で 120 件、それから指定管理料で 36 億 9,800 万円と

いう、非常に多くの指定管理をなさっているというわけです。これが果たして、市の外郭団体がやる

べく仕事かどうかということについてお尋ねしたいと思います。 

 事務局のほうでつくっていただいた外郭団体の設立及び運営に関する関与の基本方針というの

を出していただけますか。これは外郭団体をつくるときに、まず民間法人を優先してもらいたいん

だと。これを市が言っているわけです。規則で決めているわけです。赤字で書いていますが、外郭

団体の設立は、民間法人に対する事業の委託等ができないときに限り行うと。要するに簡単に言う

と民間法人で、そういう仕事をしていない時に初めて、外郭団体の設立ができると。民間法人の優

先ということで、まず書いてあるわけです。 

 それと第５条に、こういうときには外郭団体を廃止しなさいと。外郭団体が行う事業の大半の事業

と、同種または類似の事業を行う民間法人がある場合と、こういうことが書いてあるわけです。こうい

うことから考えていきますと、歴史的な沿革がもちろんあるのは、私も知っておりますけれども、これ

だけ多くの市の指定管理者になることが正しいことかどうか。ここの外郭団体の関与の基本方針と

外郭団体が指定管理者となっていることについて、どういうふうに市が考えているのかと。我々とし

たらもう民でできることは民でやるというような方針に従ってやっていってもらいたいということが第

一点目です。 

 次に第二点目なんですけども、事務局のほうでつくっていただいたパワーポイントを見ていただ

きたいのですが、外郭団体に有利な選考になっていないかと。あとでお示ししますけれども、外郭

団体の一部には、市からの補助金、負担金、委託料が支出されています。それから市の現職及び

ＯＢ等の関係者が、そこの外郭団体に在籍していると。当然外郭団体ですから市からの出資金が

あると。こういうふうな市の関与が非常に強い中で、その外郭団体が、一般の民間の公募の中に入

って、果たして入札をすべきかどうかと。果たして公平な選考が、こういう条件の中であるのかどう

かということが、非常に疑問に感じられます。 

 具体的にお示ししますけれども、外郭団体の指定管理状況ということで、これは、公園緑地協会

は４月１日より外郭団体から外れましたが、例えば、文化振興財団、これは受託施設が 12 カ所あ

ります。本来はアクトシティの指定管理だったと思うのですが、今現在 12 カ所に広がっております。

年間の指定管理料が 14 億 5,000 万円、それからその右横で、市からの補助金等と書いています

が、負担金というのは補助金の一種になると思いますけども、これが 3,000 万円、それから委託料、

これは市から委託を受けて事業運営をしているのが 16 億 2,100 万円、合計 16 億 5,100 万円の

市からの補助金等の支出が、文化振興財団に入っているわけです。下の四つの団体も以下のよう

な通りになっております。 

 市からの出資金ですが、文化振興財団は 20 億円、市からの出資金が入っていると。それから市

からの派遣、ＯＢ、役員、職員数で、市から８名行っていると。社会福祉協議会は 16 名行っている

わけです。果たしてこういうふうな市の関与が非常に強い中で、公平なものが運営されるのかどう
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かということが、非常に疑問に感じられます。公平にできているかどうかということです。こういうふう

な非常に有利な外郭団体は、公募で一般の民間の応募の中に入って、事業を指定管理にしてい

くということが、非常に疑問に思うわけです。それが二点目です。 

 それから選定会議、これは市職員以外の人数ということで書いてあります。これは実は、先ほども

少し絡むのですが、どこかに指定管理者を決めるときに、今までは 10 人中約３名が一般の方の選

考委員、今後は、先ほど書いてありましたけれども、３人以上、先ほどの文章を読んでみますと、市

のパワーポイントを出していただきたいのですが、これを変更したいということですが、（ウ）の選考

会議における第三者委員の充実。３人としていた第三者委員について、３人以上も可能とすること。

非常に消極的な書き方をしているのですけれども、実際どういう人数にするのか分かりませんけれ

ども、要するに、このような外郭団体が入っている中で、市の関係者が過半数以上を占めて、その

中で決めるというのも、非常に疑問点を感じるわけです。その下に書いてありますが、市役所の市

民部、中区、これは現在、第三者委員が３名、市の関係者が７名、この中で評価をして決めていく

ということに相成るわけですが、このへんも先ほど言ったような外郭団体が、市の関係が非常に強

い中で、果たして正しい人選かどうかということに相成るわけです。 

 最後になりますが、参考に事務局のほうで調べてもらったのですが、これは静岡県の、副市長さ

んは県からおいでになっていますので、よくお分かりとは思うのですが、県はその一番右に書いて

あります選定委員６名、例えば三ヶ日青年の家を決めたときには、選定委員６名のうち県の職員は

１名なんです。もう明らかに１名か２名が県の職員で、他は先ほど言った第三者の方が入って、選

定をなさっているというようなかたちになっているわけでして、これもぜひ、何か消極的に３名以上

も可能とするというようなことが書いてありますが、これはやはり過半数以上、県に近い状態に持っ

ていかないと、公平な選定ができないと。こんなふうに考えて申し上げたいと思います。以上です。 

御室会長 

 はい。ありがとうございました。 

 以上３点につきまして、神門部長さんのほうからお願いします。 

神門財務部長 

 はい。外郭団体につきまして、民でできることは民でという方針で臨んでいるはずだということで

すが、それはもうおっしゃるとおりでして、そういう考え方の元、これまでいろいろ改善を重ねてきて

いるということであります。 

 先ほどご説明をいたしましたように、もともとは、指定管理者導入前は、外郭団体に昔の自治法

の制度に基づいて非公募というか、随契で委託しているという状況から、指定管理者制度が導入

されて、民間でも入るようになったと。最初はやはり非公募のものも多かったのですけども、基本的

には、原則公募にしましょうという方針を打ち出して、今までやって来ております。その結果、平成

20 年度のときの外郭団体比率が 73％程度であったものが、今は 45％程度まで落ちてきています。 

 有利な選考をしているのではないかというご指摘がありましたが、決してそのようなことはありませ

ん。客観的に判断をしているということです。今具体的に個々を見ていきますと、公募をしていくつ
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か出てきたときに、外郭団体が一番経費が安いというような事例も相当あるものですから、財政の

効率性といった面からも、安く応募をしてきた外郭団体にお願いするといったところがかなりありま

す。 

 それで、第三者委員につきましては、そういう観点も含めて、原則第三者委員を入れることという

ふうにしてきているわけですけれども、ご指摘のとおり、比率的には３割、10 人以下で３人を原則と

していますので、今のところ３割が第三者委員になっておりますので、この比率が適正かどうかとい

うことにつきましては、これはもう一度検証をさせていただきたいと思います。 

 今回３人以上といたしましたのは、この外郭団体という観点ではなくて、第三者委員の方にしっか

りと見ていただきたいという意味で増やしたいということで、市関係者が多いという視点で、実は検

討して３人以上といったものではありませんので、この第三者委員と市関係者の委員の比率につ

きましては検証をして、見直すべきは見直しをしていきたいというふうに思います。 

山崎委員 

 外郭団体の指定管理者数がだんだん減っているということ。確か減っておりますね。それで将来

的には、やはりこれは民が受けて立てられる事業は、いっぺんにいくと雇用とかいろいろあります

ので、民がある場合は民に移管していくという考えで、段階的にいくという考えでよろしいでしょうか。 

神門財務部長 

 そういうことだと思っております。そのために我々は、民間の事業者の方がなるだけ応募しやすい

ような条件を整えて、外郭団体も含めて競争していただいて、民間の事業者に取っていただくとい

うふうになっていけばと思っております。 

山崎委員 

 はい。分かりました。 

御室会長 

 はい。それではほかに。井上委員どうぞ。 

井上委員 

 表で表示されたように、応募者が 24 件のうちに３者以下が 20 件、80％を占めている。まずこれ

が一つですね。それから平均でも 2.2 者しか応募していないということで、しかも外郭団体が 40％

を占めている。更に中身を見ると、特定の業者に限られているところが大部分あります。例えば、

269 件のうちの大成不動産が 59 件 22％、浜松まちづくり公社が同じく 58 件で 22％、その他、体

育協会 25％、そういったところの限られた団体に占められている。非常に管理者の応募者が少な

い。外郭団体がかなりの部分を占めている。しかも民間の会社でも限られた企業が応募をしている

ということですから、これは非常に本当に競争原理が働いているだろうかという疑問がありますので、

もっと本当に、他の業者さんが参入しやすいような条件づくりを進めていただきたいというのが一つ

です。 

 それから、先ほどパワーポイントでもありましたように、非常に管理者導入の経済効果というのが

大きく出ています。そういったところ、一体どうしてそういう差が出るのでしょうか。市が直営でやられ
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るときと、指定管理者に変わった途端、二十何％もコストダウンになるとか、そういったことがなぜ起

こるのか、そこらへんの原因分析というのを、ちゃんとやってらっしゃいますか。 

 というのは、いまだにまだ６割が、指定管理者をやっていないんです。６割残っているんです。こ

このコストをうんと詰めていかなくてはいけないですね。もちろんできるだけ指定管理者に出すよう

にしていただきたいし、やむを得ず市で直接やられるにしても、この６割というところのコストダウン

を図ってもらわなければいけない。そのためには、民間と一体どこが違うんだろうというところを、徹

底的に分析していただき、それを参考にしていただきたいというふうに思います。 

御室会長 

 はい。神門部長どうぞ。 

神門財務部長 

 応募者数につきましては、先ほど表でお示ししたとおりでありまして、ご指摘のとおり１者しか応募

してこないという施設も、まだかなりあります。これにつきましては、我々も課題として認識をしており

まして、なるべく民間の事業者の方が応募しやすいような環境を、整えていきたいというふうに思っ

ています。 

 民間の事業者の方の取り組みはどうかといいますと、事前に指定管理者を公募するときに、説明

会をいたしますが、その際には、かなり多くの民間事業者が、ほとんどの施設できていただいてお

りまして、かなり関心はあるようでますが、実際に応募という段になったときに、応募まで至らないと

いうケースがかなりあるようです。検討はしていただいているのだろうと思います。 

 どういうことができるかということですが、一つは公募のアナウンスをしっかりしていくということだと

思っています。今も『広報はままつ』等で広報はしておりますが、市のホームページのトップで募集

をかけてみたり、そうした細かな工夫をしていきたいと思っております。 

 もう一つが、公募期間の問題があるかと思っていまして、今は最低でも１カ月取りましょうといって

おりますが、それが果たして１カ月で出せるのかという話もありますので、これを具体的には 45 日

以上ぐらいにできないかなと、今検討をしているところです。 

 それからあと、どういう施設運営をすればいいかよく分からないといったようなご意見もあるもので

すから、これは現在指定管理者に出しているところは、事業報告書をもらっていますので、現在の

事業報告書を積極的に、応募されたい方に情報提供することによって、自信を持って応募ができ

るというような状況をつくりだせないかなと、こんなことを考えていまして、今１社しか応募がないよう

な状況を、できるだけ改善をしていきたいと思っております。 

御室会長 

 はい。ありがとうございました。 

 委員の皆さん、ほかに。はい、水谷委員どうぞ。 

水谷委員 

 あまり時間もありませんが、本来、指定管理者制度の目的は三つあるなと思っているわけですけ

ど、民間活力の導入、市民サービスの向上、経費削減、この大きな柱が三つあるというふうに思う
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のですが、先ほど官と民の問題が出ましたけど、課題がですね。ぜひ本質に立ち返って、常に意

識をしてやってほしいなと思うのは、民間活力導入のガイドラインというのは、浜松市もちゃんとつく

っているわけですね。指定管理者あるいは委託制度の前に、そういうものを入れる前に、民間活力

の導入ということを先なり柱を立てて、そのガイドラインの中の条文がいっぱいあって、民間活力の

導入に関するガイドライン、３条が目的、４条が業務選定の基準、そして５条で導入する手法の検

討の中に委託があるわけです。今かなりテクニックな話になっていますけど、思想的には民間活力

の導入、このガイドラインまで決めてやりましょうねという、大きな市の思想の中の一つなんですよ

ね。ですからぜひ、先ほど前向きな回答をいただきましたけど、ここの部分を常に落とさないように

意識をしながら、継続的な努力をお願いしたいなということだけ、今日申し上げたいと思います。 

御室会長 

 はい。神門部長どうぞ。 

神門財務部長 

 おっしゃる通りだと思っています。今日は指定管理者制度についてということでありましたので、

そういう説明をさせていただきましたが、基本的にはその前に、市の事業を丸々民営化できないか

という検討が、当然あってしかるべきですし、そういう検討もいろんなところでしております。例えば、

保育所はかなり直営部分が多いですけれども、今後それを民営化することが検討できないかとい

ったような検討にも着手をしておりますし、そもそも市から切り離して、民でやっていただくことをま

ずスタートにいろんな手法。あと PFＩといったような手法もありますので、いろんな手法があります。

それぞれの施設の特性に応じて、最適な手法を選択していくと。基本的にはいろいろな手法で、

民間の活力を導入していくということを基本に、取り組んでまいりたいと思っています。 

御室会長 

 はい。どうもありがとうございました。 

 はい、武藤委員どうぞ。 

武藤委員  

 武藤です。市の資料で、課題のところが２項目で、今神門部長がおっしゃった中で、入札という

か、公募の数を増やすというところの部分も、問題として把握しているということであれば、しっかり

と課題の中に記載して欲しいなというところが一点と、もう一つは要望というか、外郭団体ではなく、

民の力を今後取り入れていくということであれば、市民サービスの向上も当然あるわけですが、そ

れと同時に浜松市の産業の発展という部分から、ぜひとも浜松市に本社があるような企業、そうい

うところがやはり、浜松のことを一番知っているのかなというふうに考えております。別にそこを有利

にしろという話ではありませんが、何かしらそういうところとタイアップして、選定ができるようになって

いけばいいのかなというふうに考えております。 
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４ 閉  会 

 

 どうもありがとうございました。 

 意見も出し尽くしたようですので、指定管理者について、今日の議論のまず一点目は、指定管

理者の募集条件の問題がありますね。新規参入を阻む要因になっているということで、結果として

外郭団体に有利になっているのではないかということで、ぜひこれをお考えいただきたい。 

 先ほど神門部長のほうから、申請の期限をもう少し長くするとか、申請書の書き方、これについて

も、なるべく民間側に立った立場でやっていただくとか、こういうことをぜひ希望したい。 

 それから指定管理者から出される提案について柔軟な姿勢で、これにつきましても、先ほど 24

年度からの対応ということで、市のほうから説明がありましたので、ぜひこのあたりの問題について

も、債務負担行為とか、いろいろ柔軟な発想になってきていると。こういうことですから、これを徹底

してやっていただきたい。 

 施設の効率的な運営と市民サービスの向上、これを両立させることが指定管理者の目的ですの

で、ぜひこれをしっかり開示していただくということが大事だというふうに思っておりますので、この

三点をまとめとして、今日の審議会を終わりにしたいというふうに思っております。 

 次回の公開審議は、外郭団体の側から指定管理者制度のことも含めて議論をしてまいりたいと

いうふうに思っておりますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

 今日はどうも大変長い間ご清聴いただきまして、どうもありがとうございました。これで審議会を終

了したいと思います。どうもありがとうございました。 

 

以上により２０：５４閉会 
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